
○主要指標
過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方

1 質の高い雇用の創出

1
本社機能移転に伴い、当該年度に新たに県外から移転した人数と新規採用した人数との
合計（年度）

人 ― 256
(2016)

― 1,024
(2018～21累計）

近年の実績値（全国トップレベル）を今後も毎年維持していくことを目指し、目標値を設定。

2
本県への企業の本社機能（全社的な業務又は複数の事業所に対する業務を行う事務所や
研究所 等）移転件数（年度）

件 ― 28
(2016)

― 112
(2018～21累計）

近年の実績値（全国トップレベル）を今後も毎年維持していくことを目指し、目標値を設定。

3
県の支援を通じて、県内に新たに事務所等を設立した外資系企業（外国企業資本３分の
１超の日本法人等）の数。値は本県においてデータを取り始めた2016年以降の累計値
（年度）

件 ― 4 ― 22
過去の実績値（平均 2件/年）の状況を踏まえ、毎年この2倍程度の件数（4～5件程度）の誘致を目指し、目標
値を設定。

営業戦略部

（２） 4
経済産業省が実施する工場立地動向調査における工場の立地件数（太陽光発電施設立地
件数の影響を除外するため、電気業を除く）(暦年）

件 43
(2010～2014年）
　　　※平均

50 4 200
(2018～21累計）

近年の実績値（全国トップレベル）を今後も毎年維持していくことを目指し、目標値を設定。 営業戦略部

（３） 5 IT技術者の国家試験である基本情報技術者試験の茨城県合格者数（期間累計） 人 462 530
（2018）

10 2,009
2027年までの10年間における累計合格者数が、本県と人口規模が同規模の広島県の累計合格者数（直近5年間の
平均をもとに推計）の1.3倍を超えることを目指し、2021年の目標値を設定。

産業戦略部

2 新産業育成と中小企業等の成長

6
県が支援し、1億円以上の資金調達を公表した、県内に拠点を置くﾍﾞﾝﾁｬｰ企業（新しい技
術、新しいビジネスモデルを中核とする新規事業により、急速な成長を目指す新興企
業）の数。値は本県においてﾃﾞｰﾀを取り始めた2018年以降の累計値（年度）

社 ―
4

（2018）
― 10

県内で１億円以上の資金調達ができるベンチャー企業は100社に１社程度と、１億円以上の資金調達は非常に高
い水準にはあるが、これまでの直近４年の平均値実績（1.5社）を上回る２社/年を目指し目標値を設定。

7
先端技術を活用した新製品・新サービスの開発を促進する表彰制度を創設し、広く産業
支援機関や独法等を通じて周知を行い、その制度に対して応募があった新製品・新サー
ビスの件数（経年累計）

件 ―
(15)

(2018)
― 45

2018年度のめぶきビジネスアワード先端技術部門への応募件数を基礎数値とし、新たに創設する先端技術を活
用した新製品・新サービスを表彰する制度への応募件数をさらに増やしていく（初年度は30%増、以降は毎年5
件増）ことを目指し目標値を設定。

（２） 8
いばらき成長産業振興協議会、産業技術イノベーションセンター、いばらき産業大県創
造基金事業の活動を通じて産学官連携により開発された新製品等の開発件数。値は本県
においてデータを取り始めた2010年以降の累計値（年度）

件 31 66 ― 106
2010年度から2017年度までの平均開発件数（8.3件/年）の1.2倍となる約10件/年の増を目指し、目標値を設
定。

9

産業技術イノベーションセンターの有する設備・技術・ノウハウやいばらきチャレンジ
基金など県施策を活用して過去３年の間に製品化・実用化を行った企業のうち、売上高
の前年比伸び率が、県内中小企業（製造業）売上高ランキング上位30社の平均売上高伸
び率以上となった企業の割合（年度）

％ ― ― ― 50
県内中小企業の独自技術・製品の開発を通じた企業の成長を促進するため、県内中小企業売上高ランキング上
位30社の平均売上高伸び率（参考：2018年5.5％）以上を目指すこととし、製品化・実用化から売上高が伸びる
まで時間を要すると想定されることから、支援企業の50％以上がこれを達成するよう目標値を設定。

10
後継者不在の県内中小企業が、県の支援策を活用し、買い手企業とM＆Aマッチングした
件数。値は本県が支援策を実施する2019年以降の累計値（年度）

件 ― ― ― 18
2021年までに、県の支援件数（年間目標60件）に対するM＆Aマッチング率について、大手M＆A仲介会社のM＆A
マッチング率（2％）の5倍となる10％を目指し、事業実施期間（3年間）の目標値（経年累計）を設定。

担当部局

（１）
成長分野等の企業
の誘致

本社機能移転に伴う県外からの移転者・新
規採用者数(期間累計）

営業戦略部
政策企画部

本社機能等の移転等を伴う新規立地件数
（期間累計）

Ⅰ．新しい豊かさ No 指標名 指標が示すもの 単位
現状値

県の支援により進出した外資系企業数（経
年累計）

工業団地への企業
立地の加速化

工場の立地件数（電気業を除く）（期間累
計）

産業を支える人材
の育成・確保

基本情報技術者試験の茨城県合格者数（期
間累計）

（１）
先端技術を取り入
れた新産業の育成

1億円以上の資金調達をしたベンチャー企
業数（経年累計）

目標値

産業戦略部

先端技術を活用した新製品・新サービスの
創出件数（経年累計）

共存共栄できる新
しい産業集積づく
り

産学官連携による新製品等開発件数（経年
累計）

（３）
活力ある中小企
業・小規模事業者
の育成

意欲ある企業が県施策を活用して売上高伸
び率を県内上位中小企業以上に伸ばした割
合

県の支援による県内中小企業のM＆Aマッチ
ング件数（経年累計）



過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方

3 強い農林水産業

11

12

（２） 13 県内の農業経営体のうち、法人化している農業経営体の割合 ％ 3.5
（2010)

5.1
（2015)

40
11.7

(2020)

2005年、2010年及び2015年の数値から、10年後（2025年）に到達すると見込まれる値の約2倍であり、現状
(2015年）全国2位の福井県を超える水準である24.6％を目標とし、2020年の目標値を設定。2020年の値は現状
(2015年）12位の新潟県を超える水準。

（３） 14 民有林において自立した林業経営ができる売上高4億円以上の経営体数（年度） 経営体 ― ― ― 2
民有林における森林施業の集約化を進めることで、自立した林業経営ができる売上高4億円以上の経営体数を
2032年までに10経営体とすることを目指し、2021年の目標値を設定。

（４） 15 沿岸漁業を営む経営体における法人化している割合 ％ ― 3.2
（2018）

― 8.9
2019年度から開始した法人化を促進する事業により、現状の法人数（9経営体）から15経営体の増加を促し、
2021年までに24経営体とする。この経営体数を法人化促進の対象となる漁獲共済加入経営体数で除して、現状
の約3倍、全経営体の約1割となる目標値を設定。

沿岸漁業を営む経営体のうち漁労収入が１億円以上の経営体数 経営体 ― 5
（2018）

― 12
現状で１億円以上の漁労収入を得ている者は５経営体であり、2021年の目標値は、沿岸漁業法人経営体の目標
値の半数である12経営体に設定。

（５） 16
産地や生産者と、農産物流通プラットフォーマー・量販店・加工業者等とのマッチング
により商談が成約した件数

件 ― 137
（2018）

― 860
直近（2018年）の商談成約件数137件/年を基準値とし、2019年は約1.2倍（163件/年）、2020年以降は約2倍
（280件/年）の達成を目指し、目標値を設定。

営業戦略部

（６） 17
野生鳥獣（鳥類：カモ、カラス等、獣害：イノシシ、ハクビシン等）による農作物被害
金額（年度）

百万円 590 580
（2016）

43 450以下
本県における過去10年の野生鳥獣による農作物被害金額のうち、最も低かった年度（2007年）の被害金額以下
とすることを目指し、目標値を設定。2021年の値は、現状（2016年）全国38位の愛媛県と同水準。

農林水産部

4 多様な働き方

18 中小企業において付与された年次有給休暇のうち実際に取得できた率（暦年） ％ 55.19 53.97
(2016)

9 61.00以上
4年後に全国トップレベルの年次有給休暇取得率となることを目指し、目標値を設定。2021年の値は現状（2016
年）全国2位の埼玉県と同水準。

19
県内企業の1ヶ月あたりの時間外労働時間数（早出、残業、臨時の呼び出し、休日出勤な
ど労働契約や就業規則等で定められた正規の労働時間以外の実労働時間数）（暦年）

時間 14.5 12.8 45 9.3以下
10年後には、所定外労働時間数が全国トップレベルにまでに削減されることを目指し、2021年の目標値を設
定。2021年の値は、現状（2017年）全国5位の愛媛県と同水準。

（２） 20 県の審議会等委員（法定）に占める女性委員数の割合（年度） ％ 28.3 30.7 37
(2016)

35.4
「茨城県男女共同参画基本計画」（第3次:2016～2020年）で定めた目標の達成を目指し、目標値を設定。2021
年の値は現状(2016年）全国9位の埼玉県・岐阜県と同水準。

県民生活環境部

（３） 21
「県内大学卒業者の就職者数」と「県外大学卒業者のうち、本県出身の就職者数」の合
計に占める「県内企業等への就職者数」の割合（年度）

％ 32.3
(2015)

30.7
（2016）

― 32.9
10年後には、本県出身の県外大卒就職者のUターン率を、学生が希望するUターン率まで引き上げつつ、現状の
県内就職率の伸び率も堅持すること等を目指し、2021年の目標値を設定。

産業戦略部

（４） 22
移住相談者や移住ツアー参加者など、「観光以上移住未満」に位置付けられる、本県内
の地域や地域の人々と多様に関わる「関係人口」の人数。値は本県においてデータを取
り始めた2015年以降の累計値（年度）

人 ￣ 10,770 ― 26,770
過去3年の関係人口数の実績値（年平均）を1割上回る数（4,000人/年）を毎年確保し、10年後には、現状値の
約5倍に達することを目指し、2021年の目標値を設定。

政策企画部

（５） 23
雇用者（企業・団体・個人事業主などに雇われている人）における正規雇用の割合（調
査年における時点調査）

％ 61.4
(2012)

61.5 28 62.7
国における正規雇用率が2017年に上昇に転じた（前年比＋0.2%)ことを踏まえ、本県ではこの伸び率に、0.1ポ
イントを積み増した0.3%/年の伸び率の確保を目指し、目標値を設定。2021年の値は現状（2017年）全国22位の
広島県と同水準。

産業戦略部

5 かけがえのない自然環境の保全・再生

24
霞ヶ浦における各水域（西浦、北浦、常陸利根川）合計8地点でのCOD(化学的酸素要求
量：値が大きいほど水の汚れが進んでいることを示す）年間平均濃度（年度）

mg/L 8.2
第6期計画最終年度

(2015)

7.3
(2018)

西浦9位/14
常陸利根川11位/14

北浦12位/14
指定湖沼11湖沼(14水域)

（2017）

【変更後】7.0
【当　初】7.4

（2020）

当初、「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第7期）」（2016～2020年）において定めた目標値を設定したが、水
質浄化の指標であるCOD濃度の低減を前倒しで達成し、早期に泳げる霞ヶ浦を目指す。

25
霞ヶ浦流域内における高度処理型浄化槽（窒素・りん・BODを高度に処理できる浄化槽）
の補助基数（年度）

件/年 1,210 1,219 ― 1,531
「霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第7期）」（2016～2020年）において定めた目標の達成を目指し、財源であ
る森林湖沼環境税の活用計画から目標値を設定。

（２） 26
県内の一般環境大気測定局における、大気汚染物質である微小粒子状物質（PM2.5：大気
中に浮遊する粒径2.5μm以下の粒子)の測定結果が、環境基準を達成している割合（年
度）

％ 62.5 94.4 ― 100.0 県内すべての一般環境大気測定局において、環境基準の達成・維持を目指し、目標値を設定。

（３） 27
地球温暖化の原因である温室効果ガス（二酸化炭素）の排出量の削減（家庭部門・業務
部門・運輸部門・産業部門）（年度）

％ ￣

家庭：3,812
業務：4,421
運輸：6,620
産業：30,850
(2013，千t-CO2)

―
家庭：▲18.4
業務：▲19.2
運輸：▲13.2
産業：▲4.24

「茨城県地球温暖化対策実行計画」（2017年改訂）において定めた2030年度までの削減目標（2013年度比で家
庭▲39％・業務▲40％・運輸▲28％・産業▲9%）の達成を目指し、2021年の目標値を設定。

（４） 28 県内で発生した産業廃棄物の不法投棄事案として認知した件数 件 ￣
120

(2019)
ー 80以下

不法投棄事案の発生を2019年度（120件）比で2/3に抑制することを目指し、目標値を設定（過去10年間の最少
水準）

（５） 29 茨城県内における充電スタンドの整備数　（国補助金交付ベース）＋（公共施設整備） 基 ￣
1,041
(2019)

ー 1,054
国補助金交付ベースの充電スタンド数について、過去3年間の平均増加数（2基/年 急速のみ）を倍増させると
ともに、公共施設において5基の整備を図ることとして、目標値を設定

過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方

6 県民の命を守る地域医療・福祉

（１） 30 県が重点的に医師を確保すべき医療機関・診療科における必要医師数 人 ― ― ―
7.5

(2022)
医師少数区域に所在する、救急・小児・周産期等の政策医療に係る医療を提供する地域の拠点病院等が必要と
する医師のうち、県の関与が特に必要であるものを目標として設定

31 特定行為研修を修了した看護師数 人 ―
35

(2017)
11

(10万人あたり)
140

患者の状態に応じた質の高い看護を提供できる体制を整備するため、目標最終年度までに、特定看護師の活躍
が期待できる二次救急病院及び訪問看護ステーションにおいて複数名(１施設平均)が配置できるよう目標値を
設定。

32 県内の介護保険サービスに従事する介護職員数（調査年における時点調査） 人 32,586
(2012)

34,959
(2016)

― 当  初 43,122
変更後 47,434

介護職員の不足状況に係る調査において、現状より1割増の職員数確保により不足感を解消できるとの結果か
ら、当初の目標値から１割増の目標値を設定

（３） 33 119番通報を受けてから救急患者を医療機関へ収容するまでに要した時間（暦年） 分 41.1 42.7
(2016)

40 全国平均以下
本県の救急要請から医療機関への搬送までに要した時間は、毎年全国平均を上回っている状況であるため、救
急医療体制のさらなる充実を図り、全国平均を下回ることを目指し、目標値を設定。

（４） 34
厚生労働省が実施する調査において、過去1年間にがん検診を受診したと回答した県民の
割合（調査年における時点調査）

％ 41.4
(2013)

44.9
(2016)

22 50.0
「茨城県がん検診を推進し、がんと向き合うための県民参療条例」及び「茨城県総合がん対策推進計画－第四
次計画－」に基づき各がん検診(胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がん)の受診率の50%達成を目指
す。2021年の値は、現状（2016年）全国５位の岩手県と同水準。

（５） 35 本県における人口10万人あたりの自殺者数（暦年） 人 19.7 17.1
(2016)

26 16.2以下
（2020）

国は「自殺総合対策大綱」において、先進諸国の水準まで減少させることを目指し、2026年までに「10万人あ
たりの自殺者数」を2015年と比べて30％以上減少させることとした。
本県においても、2026年までに「10万人あたりの自殺者数」を2015年と比べて30％以上減少させることを目指
し、目標値を設定。2020年の値は、現状（2016年）全国16位の香川県と同水準。なお、2021年の目標は「第7次
茨城県保健医療計画」の見直しに併せて設定予定。

（１） 農業の成長産業化 販売金額１億円以上の農業経営体数 県内で農業経営を行う者で、販売金額１億円以上の農業経営体数 経営体 216
(2010)

沿岸漁業における法人の割合

漁労収入１億円以上の沿岸漁業経営体数

県食材の国内外へ
の販路拡大

県の支援により成約した農産物の市場外取
引商談件数

美しく元気な農山
漁村の創生

野生鳥獣による農作物被害金額

255
（2015）

7

未来の農業のエン
ジンとなる担い手
づくり

法人化している農業経営体率

林業の成長産業化
民有林における売上高4億円以上の経営体
数

水産業の成長産業
化

ＵＩＪターンで大
好きな茨城へ

大学卒業者の県内企業等への就職率

移住・二地域居住
の推進～茨城へ新しい
人の流れを～

地域や地域の人々と多様に関わる「関係人
口」数（経年累計）

安心して就労でき
る環境づくり

雇用者の正規雇用率

（１）
自分らしく働く
ワーク・ライフ・
バランスの実現

県内中小企業における年次有給休暇取得率

県内企業の1ヶ月あたり所定外労働時間数

女性が輝く環境づ
くり

政策方針決定過程に参画する女性の割合
（法令設置審議会等委員女性割合）

（１）
湖沼の水質浄化
～泳げる霞ヶ浦を目指し
て～

霞ヶ浦におけるCOD濃度（平均値）

県民生活環境部

霞ヶ浦流域内における浄化槽補助件数

身近な自然環境の
保全

大気汚染に係る環境基準（PM2.5）達成率

県民総ぐるみによ
る地球温暖化対策

本県の二酸化炭素排出量の削減

不法投棄対策と循
環型社会づくり

指標が示すもの 単位
現状値 目標値

担当部局

不法投棄発生件数

持続可能なエネル
ギー社会の実現

電気自動車等充電インフラの整備数（経年
累計）

Ⅱ．新しい安心安全 No 指標名

医師不足緊急対策
最優先で医師確保に取り組む医療機関・診
療科の必要医師数

保健福祉部

（２）
医療・福祉人材確
保対策

特定看護師数

介護職員数

医療提供体制・地
域保健の充実

救急要請から医療機関への搬送までに要し
た時間

がん対策 がん検診受診率

精神保健対策・自
殺対策

自殺者数（人口10万人あたり）

Ⅰ．新しい豊かさ No 指標名 指標が示すもの 単位
現状値 目標値

担当部局

産業戦略部

350
（2020）

10年後(2025年）に現状(2015年）の約2倍であり、現状（2015年）全国2位の鹿児島県を超える水準である500経
営体に増加させることを目標とし、2020年の目標値を設定。2020年の値は現状(2015年）全国4位の愛知県を超
える水準。

農林水産部



過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方
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（１） 36 在宅医療を提供する医療機関数（年度） 箇所 ― 360
(2015)

36
(10万人あたり)

414
（2020）

現状値（2015年）は、全国平均を大きく下回っている状況。全国平均の水準を目指しつつ、2次保健医療圏域
（9圏域）に、それぞれ6箇所程度の在宅医療を推進するための医療機関同士のグループ化を目指し、2020年の
目標値を設定。なお、2021年の目標は「第7期いばらき高齢者プラン21」の見直しに併せ設定予定。

（２） 37
地域ケア会議において検討された困難事例（複数の分野にまたがる複雑な課題を有する
事例）のうち、支援の方向性や役割が決まり、利用者に対してサービス提供や見守りな
どの具体的な支援に繋がった割合

％ ― 74.6 ― 100
対象者や家族が受援を拒否するなどにより現状は74.6%となっているが、医師やケアマネージャーなどの多職種
が様々な状況を考慮して検討した、より適切な支援策・サービスにつなげることが重要であるため、地域ケア
会議で審議される困難事例の全てのケースについて支援へつなげるよう目標値を設定。

（３） 38
認知症の人やその家族を見守り支援する認知症サポーターや認知症介護アドバイザーの
養成講座を修了した人数。値は本県においてデータを取り始めた2005年以降の累計値
（年度）

人 20,756 201,567
37

（総人口に占め
る割合）

284,300
（2020）

本県における養成人数の県総人口に占める割合は、全国平均を下回っている状況であるため、全国平均の水準
（7.5%)以上になることを目指し、目標値を設定。なお、2021年の目標は「第7期いばらき高齢者プラン21」の
見直しに併せて設定予定。

（４） 39 高齢者（65歳～74歳）に占める有業者の割合（調査年における時点調査） ％ 30.9
(2012)

38.2 30 38.5
本県の高齢者有業率は増加しているものの、高齢者の方（65歳～74歳）の就業希望割合は39.0%と、実際の高齢
者有業率との乖離があることから、10年後に39.0％を達成することを目指し、2021年の値を設定。2021年の値
は、現状（2017年）全国27位の群馬県と同水準。

産業戦略部

40
県独自の介護予防の体操であるシルバーリハビリ体操を、地域の教室で指導する体操指
導士の養成講習会を修了した人数。値は本県においてデータを取り始めた2005年以降の
累計値（年度）

人 6,685 8,312 ― 11,000
(2020)

過去5年間（2010～2014年）の平均養成数705人（年間）を上回る人材を養成する。
　※6,685人（2014年）＋（705人×6）＝10,915人　→　11,000人
なお、2021年の目標は「第7期いばらき高齢者プラン21」に見直しに併せて設定予定。

41
特定健診（メタボリックシンドロームに着目した健診）の結果により保健指導となる対
象者の割合（年度）

％ 男性：25.5
女性：9.7

男性：25.3
女性： 9.7
(2015)

男性：41
女性：43

男性：22.8
女性： 8.7

現状値の１割減少を目指し、目標値を設定。なお、2021年の値は、現状（2015年）全国男性9位の愛知県・滋賀
県、女性33位の大分県と同水準。

8

（１） 42 幼児教育・保育施設における障害児に対する教育・保育の充実（年度） ％ ―
63.2

(2020)
― 68.5

2027年度の目標値を100％に設定し、2020年度の現状値を基準として、2021年度の目標値を設定（5.3ポイント/
年の増）。

教育庁

（２） 43 精神病床における入院期間が１年以上の長期入院患者数（暦年） 人 4,464 3,905 ― 3,177
(2020)

地域移行を促す基盤整備（保健所圏域ごとの関係者による地域移行連絡協議会の開催や関係者を対象とした研
修等）、治療抵抗性統合失調症治療薬の普及、認知症施策の推進により、2020年に見込まれる入院患者数か
ら、2割程度（778人）を地域移行させることを目指し、目標値を設定。なお、2021年の目標は「第7次茨城県保
健医療計画」の見直しに併せて設定予定。

44
県内の各就労支援Ｂ型事業所（雇用契約に基づく就労が困難な障害者が、生産活動の機
会の提供を通じて、必要な訓練等を行う事業所）が、利用者に支払う月額工賃の平均額
（年度）

円 11,465 13,198 45
(2016）

15,480
過去3年の月額工賃の全国平均上昇率（1.9%／年）から、10年後の全国平均を想定し、目標値として設定。目標
値と現状値の差が5,700円であることから、年間570円上昇することで、10年後に到達することを目指す。2021
年の値（15,480円）は、現状値（約13,200円）に570円×4年を加えたもの。

45 障害者雇用促進法に基づく民間企業における障害者の雇用割合（年度） ％ 1.75 1.97 32 2.30 法定雇用率を達成することを目指し、2021年の目標値を設定。 産業戦略部
保健福祉部

9

（１） 46 市町村が運行するコミュニティバス及び乗合タクシーの年間利用者数（年度） 万人 295 308
（2016）

― 323
2021年度の目標値について、コミュニティ交通の利用者数を現状から5％増加させることを目指し、目標値を設
定。

政策企画部

（２） 47
県政世論調査において、県民自身が居住している地域の治安状況について「良い」「や
や良い」と回答した割合（年度）

％ 40.7
(2016)

42.7 ― 50.0以上
県政世論調査における「住んでいる地域の治安が良いと感じる県民の割合」の設問について、2021年に50.0％
以上となるよう、目標値を設定。

（３） 48 茨城県内における交通事故による死者数（暦年） 人 132 143 38 120以下
2017年の交通事故死者数は、全国ワースト9位。第10次茨城県交通安全計画において設定している目標値にあわ
せて設定。目標を達成した場合、2017年当時のワースト10位からも脱することが可能。

49
県政世論調査において、食の安全に対する不安感について「まったく不安を感じない」
「あまり不安を感じない」と回答した割合（調査年における時点調査）

％ 39.0
(2013)

39.9 ― 50.0以上

県政世論調査等で、食に対する不安を感じる県民の割合が高い傾向にあることから、食の安全確保に関する正
確な情報提供等により、「食の安全に関するアンケート調査」の標記回答割合について、2021年に50％以上と
なるよう、目標値を設定。

保健福祉部

50 住民に身近な市町村における、消費者からの相談体制の整備状況（年度） 市町村 ―
39

(2019)
― 44

消費生活相談窓口対応日数について、県内全市町村で、消費者安全法のセンター設置基準である週４日以上と
することを目指し、目標値を設定

（５） 51
特定非営利活動促進法（平成10年法律第５号）第12条第１項の規定に基づき認証されて
いるＮＰＯ法人の数。値は法が制定された1998年以降の累計値（年度）

件 751 838  46
(10万人あたり)

983
現状値について、人口10万人あたりで比較すると、全国平均を大きく下回っている状況。10年後に全国平均の
水準以上となることを目指し、2021年の目標値を設定。

（６） 52 茨城県動物指導センターに収容され、殺処分された犬猫の頭数（年度） 頭 3,969 713 20 0
2019年度から、収容中死亡及び譲渡不適による殺処分頭数を除いた数を本県における殺処分頭数とすることと
し、2018年度分を再計算したところ、犬の殺処分頭数は18頭、猫の殺処分数は0頭となり、2019年度からの目標
を0に設定。

53 行政区域内人口に対する給水人口の割合（年度） ％ 93.6
(2013)

94.4
（2016）

36 100.0 2021年の目標値を100％として設定。

54
下水道、農業集落排水施設等を利用できる人口に、合併処理浄化槽を利用している人口
を加えた値を、総人口で除して算定した値で、生活排水処理施設の普及状況を示すもの
（年度）

％ 81.5 84.0 31 87.4
現状値は全国平均を大きく下回っている状況。生活排水ベストプランの中期目標（2025年：90.8%)及び長期目
標(2040年：100%)を達成するため、10年後に92％に到達することを目指し、2021年の目標値を設定。

土木部
県民生活環境部
農林水産部
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55
地域住民が自分たちの地域を自分たちで守るために自主的に結成する組織である自主防
災組織の活動範囲（年度）

％ 72.3 80.8 34 90.0 関東1位の埼玉県の水準以上を目指し、目標値を設定。

56 市町村条例で定められている定数に対する消防団員数の充足率（年度） ％ 92.5 91.6 31 94.0
全国的に減少傾向にある消防団員数を維持し、10年後に全国トップレベルである充足率95.0％を達成すること
を目指し、2021年の目標値を設定。

（２） 57
災害時において災害対応を行いつつ、優先度の高い通常業務を行う体制を維持するため
の計画（BCP）を策定した市町村の割合（年度）

％ ― 56.8 27 100.0
「茨城県国土強靱化計画」における目標（2020年度に策定率100％）を達成することを基本に、翌年度（2021年
度）も策定率100％を維持するとの考えのもと、目標値を設定。

（３） 58
公共施設等の老朽化対策のため、庁舎や道路など施設類型毎に策定する長寿命化計画の
策定済の割合（年度）

％ 34.6 53.8 ― 100.0
国の「インフラ長寿命化基本計画（2013.11）」に基づき、国が地方公共団体に対して、個別施設ごとの具体的
なメンテナンス対策等を定める「個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設）」を2020年度までに策定するよう
要請していることを受け、目標値を設定。

総務部

59
県管理河川における要改修延長のうち、暫定形での改修を含めた改修済延長の割合（年
度）

％ 57.5 57.6 ― 58.2 直近10年間の平均進捗率（0.14％/年）を維持することを目指し、目標値を設定。

60
土砂災害の発生するおそれのある箇所に対する土砂災害防止施設を整備した箇所の割合
（年度）

％ 23.6 24.1 ― 24.5 直近５年間の整備進捗率（0.1％/年）を維持することを目指し、目標値を設定。

（５） 61 原子力施設における法令報告に該当する事故・故障等の発生件数（年度） 件 1
1

（2018）
― 0

原子力施設周辺住民の安全、安心を確保し、県民の原子力施設に対する不安感の払拭や信頼を確保するために
は、事故は起こしてはならないことから、目標値を設定。

（６） 62
武力攻撃や大規模テロを想定した避難実施要領のパターンを複数作成した市町村の割合
（年度）

％ 50.0 61.4 ― 100.0 県内すべての市町村において、2パターン以上作成することを目指し、目標値を設定。

認知症サポーター養成人数(経年累計）

高齢者の能力活用
と就労支援

高齢者有業率

（５）
人生百年時代を見
据えた健康づくり

シルバーリハビリ体操指導士養成数（経年
累計）

健康長寿日本一

在宅医療・介護の
支援

訪問診療を実施している診療所・病院数

保健福祉部地域包括ケアシス
テムの構築

地域ケア会議における困難事例の支援開始
割合

認知症対策の強化

保健福祉部

特定保健指導対象者数の割合（40～74歳）
（男女）

障害のある人も暮らしやすい社会

特別支援教育等の
充実

障害児に対する個別の教育支援計画等の作
成率（幼児教育・保育施設）

障害者の自立と社
会参加の促進

精神病床に在院期間１年以上の長期在院す
る精神障害者数

保健福祉部

（３）
障害者の就労機会
の拡大

（４）
消費生活と食の安
全確保

食に対する不安を感じない県民の割合

市町村消費生活センター等における相談窓
口対応日数が週４日以上の市町村数

県民生活環境部

地域の力を高める
ｺﾐｭﾆﾃｨづくり

NPO法人認証件数（経年累計）

就労継続支援B型事業所における月額平均
工賃

民間企業における障害者雇用率

安心して暮らせる社会

地域公共交通の維
持確保

コミュニティ交通の利用者数

治安対策の強化
住んでいる地域の治安が良いと感じている
県民の割合

警察本部

交通安全対策の推
進

交通事故死者数

災害に備えた体制
づくり

市町村のBCP策定率

犬猫殺処分ゼロの
実現

犬猫の殺処分数

保健福祉部

（７）
安心で安全な上下
水道の整備

水道普及率

汚水処理人口普及率

原子力安全対策の
徹底

原子力施設における事故・故障等の発生件
数ゼロ（法令報告に該当するもの）

防災・危機管理部

危機管理体制の充
実

市町村の国民保護に係る避難実施要領の複
数パターン作成率

（４）

Ⅱ．新しい安心安全 No 指標名 指標が示すもの

危機に強いライフ
ラインの整備

公共施設等の個別施設計画（長寿命化計
画）策定割合

治山治水対策の強
化

河川改修率

土木部

土砂災害防止施設の整備率

災害に強い県土

（１）
防災意識の高揚と
地域防災活動の支
援・充実

自主防災組織の活動カバー率

防災・危機管理部消防団員数の充足率

単位
現状値 目標値

担当部局



過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方
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63
全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙調査において、「国語の授業の内容は
良くわかりますか」という質問に肯定的に回答した中学校3年生の割合（年度）

％ 75.2 78.4 9 81.4
すべての教科の基礎・基本を担う教科である「国語」について、義務教育の出口となる中学校3年生の理解度
が、10年間で7.2％（0.7～0.8％/年の増加）上昇することを目指し、目標値を設定。2021年の値は、現状
（2017年）全国２位と同水準。

64 高校生の主たる全国大会における団体、個人の優勝者数（年度） 種目 ―
4.0

(2018)
31 6 2027年の目標優勝数を10種目（茨城国体以降の国体順位目標と同様、全国10位台）として設定。

（２） 65 全国レベルのプログラミング・コンテスト（中高生向け）への入賞数（年度） 組 ― 2 ― 5
2017年を基準として、プログラミング・コンテストの入賞組数を毎年概ね1組ずつ増やすことを目指し、目標値
を設定。

66
生徒の企画力や周囲を巻き込みながらチームで協働する力など、いわゆる起業家精神の
育成を目的とした課題解決型学習に取り組み、企業や行政機関等と連携し、学校外に向
けて具体的な提案や実践を行った生徒の割合

％ ―
5.5

(2018)
― 50

2021年度に半数となる50％を目指す。その後、各学校や地域によっての実情が様々であることを踏まえ、2024
年度に100％となることを目指し目標値を設定。

67
生徒の学習活動の記録を累積するキャリアノートを活用して、生徒の指導・援助を行う
県立高校の割合（年度）

％ ― ― ― 100 2018年から活用を開始し、4年後までに全県立高校で100％の実施を目指し、目標値を設定。

（４） 68
不登校となってしまっても、社会とつながりを持つことができている児童生徒の割合
（年度）

％ 58.2
69

(2018)
― 78.3

2018年度の割合は69.0％であり、2027年度には、小中義務教育学校における全ての不登校児童生徒が、社会と
何らかのつながりを持つことができるよう目標値を設定。

（５） 69
県の「スーパーバイザー」の活用等により、不登校等困難な問題を抱える家庭に対する
家庭教育支援体制を構築し、訪問型家庭教育支援に取り組む市町村の数

市町村 0
17

(2019)
― 21 2019年度を基準（17市町村）として、2027年の目標を基準値の倍増となる34市町村と設定。 教育庁

（６） 70 市町村において実施する放課後児童クラブの実施箇所数（年度） 箇所 691
961

(2018)
― 1,107 「茨城県次世代育成プラン」（2020～2024）（R2.3月策定）に併せて設定 保健福祉部

71
県生涯学習センターに登録している生涯学習ボランティア（家庭教育支援、講座講師、
あいさつ声かけなど）の年度毎の派遣人数（年度）

人 2,365 3,777 ― 5,280
10年後までにボランティア登録人数を7、500人（2割増）まで増加し、かつ登録者が年1回の派遣活動をするこ
とを目指し、2021年の目標値を設定（年372人/年の増加）。

72
課題解決型学習等をとおして、自分の夢や地域課題を発見し、その解決に向け、具体的
に企画立案、実践活動を目指し応募した企画数（年度）

件 ―
104

（2020）
― 130 直近の実績値（2020年　104件）の状況を踏まえ、2027年度までに288件を目指し、目標値を設定

12

（１） 73
高校生対象の調査で、ＩＣＴを活用して、生活や社会の問題を解決する活動等で、情報
の収集、整理・分析、発表という項目で「できる」と回答した生徒数の割合（県立高
校）(年度）

％ ―
76.1

(2019)
― 　当　初  60

　変更後 100 2021年度までに100％を目指し、目標値を設定。

IT技術者の国家試験である基本情報技術者試験の高校生合格者数（期間累計） 人 ―
16

(2018)
― 43.0

2027年までの10年間における高校生の累計合格者数が、人口規模が本県と同規模の広島県の累計合格者数（直
近5年間の平均をもとに推計）の1.3倍を超えることを目指し、2021年の目標値を設定。

74
中学生（抽出）を対象に行うアンケートで、「通信機器等の利用に関する家族との約束
ごとがある」と回答した割合（調査年における時点調査）

％ ― 48.9
（2016）

― 90.0
中学生の携帯電話等の所持率は増加傾向にあり、今後、所持率が９割近くに達すると見込まれることから、安
全な使用を促進するため、まずは4年後の2021年に90％（25％/年の増加）、10年後には100％（2022年から2％/
年の増加）を目指して、目標値を設定。

75
小中高等学校、特別支援学校において、インターネットの危険性を知るメディアに関す
る講習会（児童生徒・保護者・教員向け）の実施率（年度）

％ 91.4 97.8 ― 100.0
2年後に100％（1.1％/年の増加）の実施を目指しつつ、それ以降も、継続的な実施を図れるよう、2021年の目
標値も100％に設定。

保健福祉部

（３） 76

全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙調査において、「学級やグループの中
で自分たちで課題を立てて、その解決に向けて情報を集め、話し合いをしながら整理し
て、発表するなどの学習活動に取り組んだと思うか」という質問に肯定的に回答した小
学5年生生徒の割合（年度）

％ 75.2 77.0 17 82.2
児童の学力向上につながる主体的・対話的で深い学びの視点による授業改善について、10年後に90％（1.3％/
年の増加）の回答を目指し、2021年の目標値を設定。2021年の値は、現状（2017年）全国３位と同水準。

教育庁

（４） 77
魅力ある教育環境の政策に則し、アントレプレナーの育成を基本に、英語、サイエン
ス、ＩＴ分野など他県からも学生を引き付けられる特色ある教育カリキュラムの導入を
目指す大学数

校 ―
1

(2019)
―

　当　初 　2
　変更後 　3

2021年度まで、毎年度1校ずつ特色ある教育カリキュラムの導入について検討する大学数を増加させていくこと
を目指し、目標値を設定

政策企画部
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78
産後、退院してからの1ヵ月程度、助産師や保健師等から指導・ケアを十分受けることが
できた者の割合（年度）

％ 65.3 82.1 28
(2016）

84.0
厚労省が設定する「健やか親子21（第2次）」最終評価(目標値2023年：85％)を県としても目標とし、0.5％程
度/年の増加を目指し、2021年の目標値を設定。

79
いばらき出会いサポートセンター等県の結婚支援事業により成婚に至った夫婦の組数。
値は本県においてデータを取り始めた2006年以降の累計値（年度）

組 1,366
2,230
(2019)

― 2,450 「茨城県次世代育成プラン」（2020～2024）（R2.3月策定）に併せて設定

（２） 80 市町村において実施する放課後児童クラブの実施箇所数（年度） 箇所 691 961
(2018)

― 1,107 「茨城県次世代育成プラン」（2020～2024）（R2.3月策定）に併せて設定

（３） 81 保育の必要が認定されたにも関わらず、保育所等を利用していない児童の数（年度） 人 227 386 36 0
「茨城県子ども・子育て支援事業支援計画」により、2019年末までに待機児童を解消すること（目標値　0人）
を掲げており、以降も継続して待機児童ゼロを目指し、2021年の目標値を設定。

（４） 82
児童虐待の未然防止のための保護者支援（ペアレント・トレーニング）の開催市町村数
（年度）

市町村 ― 12 ― 44
子育てに不安を抱える保護者に対して、子育ての技術、健全な関わり方を学ぶ機会を提供するため、全市町村
での開催を目指し、目標値を設定。

（５） 83
不登校となってしまっても、社会とつながりを持つことができている児童生徒の割合
（年度）

％ 58.2
69

(2018)
― 78.3

2018年度の割合は69.0％であり、2027年度には、小中義務教育学校における全ての不登校児童生徒が、社会と
何らかのつながりを持つことができるよう目標値を設定。

教育庁

（６） 84
母子・父子家庭の個々のニーズに応じた子育て・生活支援や就業支援等のメニューを組
み合わせたプログラムの策定件数

件 ―
31

(2019)
― 96

2022年度までに全国平均の策定率（6.5‰(0.65%)/年：策定件数÷児童扶養手当受給世帯数）への引き上げを目
指し、目標値を設定

保健福祉部

14

（１） 85 県内の公立図書館における入館者数の合計（年度） 千人 6732
8,477
(2018)

― 8,612
これまでの公立図書館入館者数の増（１館あたりの平均約800人）を維持することを目指し、県内の公立図書館
数56館で毎年45,000人の増加を目標値として設定。

教育庁

（２） 86
県立美術館・博物館の展示事業・普及事業等の利用者数の合計（年度）
（対象施設の考え方を再整理し、文化鑑賞を主目的としない施設を除く）

千人
1,032
(2015)

1,051
(2018)

― 1,067
全国調査（文部科学省実施）の種類別博物館の入館者数の伸び率（2010年と2014年の比較）と同様に、県立美
術館・博物館の入館者伸び率2.1％を達成することを目指し、目標値を設定。

県民生活環境部
教育庁

（３） 87
県政世論調査において、「週1回以上スポーツをしている」と回答した割合（調査年にお
ける時点調査）

％ 39.6 34.7
(2016)

― 60.7
「県スポーツ推進計画」において、2020年の目標を60％と設定（6.3％/年の増加）。
併せて国の「第２期スポーツ基本計画」を参考として、10年後までに65％を目指すよう設定（0.7％/年の増
加）。

県民生活環境部

（４） 88 県民1人あたりの都市公園（都市公園、都市緑地、カントリーパーク等）の面積（年度） m2/人 9.38 9.56
（2016）

36 10.00
都市公園法施行令に設定されてる目標値（10㎡/人）を目指し、目標値を設定。2021年の値は、現状（2016年）
全国34位の熊本県と同水準。

土木部

15

（１） 89
語学ボランティアや外国人に対し日々の生活へのアドバイスをするサポーター（多文化
共生サポーター）などの新規登録者数（延べ人数）。値は本県においてデータを取り始
めた2014年以降の累計値（年度）

人 110 520 ― 800
外国人の労働人口の増加が見込まれる中、4年後には県内外国人の労働人口に占めるサポーターの割合を約2倍
に増やすことを目指し、目標値を設定（2015年：1.06％→2021年：1.8％）。

県民生活環境部

（２）

（３）

（４） 91
いじめを受けた児童生徒が、学校がいじめを認知した時点において、誰にも相談してい
ない状況であった件数

件 156
958

(2018)
― 689

2014年度には156件であったが、その後急増し、2018年度には958件となっているが、2027年度までに過去５年
で最も件数が少ない2014年度の水準まで引き下げることとして目標値を設定。

教育庁

Ⅲ．新しい人財育成 No 指標名 指標が示すもの 単位
現状値 目標値

担当部局

次世代を担う「人財」

（１）
「知・徳・体」バ
ランスのとれた教
育の推進

国語の授業の理解度（中学生）

教育庁

全国高等学校総合体育大会等での優勝数

青少年の健全育成
と若者の自立を支
える社会づくり

小中義務教育学校における不登校児童生徒
が，フリースクール等で相談・指導等を受
けている割合

就学前教育・家庭
教育の推進

訪問型家庭教育支援に取り組む市町村数

放課後の子どもの
活動支援

放課後児童クラブの実施箇所数

新しい時代に求め
られる能力の育成

全国レベルのプログラミング・コンテスト
（中高生向け）の入賞組数

（３）
キャリア教育によ
る将来の目標づく
り

地域や社会をよりよくするための課題解決
型学習に取り組んだ生徒の割合

県立高等学校における
キャリアノートの活用率

教育庁
情報処理技術者試験の高校生合格者数(期
間累計）

（２）
正しいメディアと
のつきあい方

通信機器等の利用に関する家族との話し合
い実施率

学校におけるメディアに関する講習会の実
施率

（７）
地域力を高める人
財育成

生涯学習ボランティア派遣人数

教育庁

IBARAKIドリーム・パス事業への応募企画
数

魅力ある教育環境

時代の変化に対応
した学校づくり

主体的・対話的で深い学びの視点による授
業改善に取り組んだ割合（公立小学校）

新たなニーズに対
応した大学等の誘
致や官学連携の推

特色ある教育カリキュラムの導入について
検討する大学数

日本一，子どもを産み育てやすい県

（１）
結婚・出産の希望
がかなう社会づく
り

妊娠・出産について満足している者の割合

ＩＣＴ教育先進県
の実現

ＩＣＴを活用できる生徒の割合（県立高
校）

誰もが教育を受け
ることができる社
会づくり

小中義務教育学校における不登校児童生徒
が，フリースクール等で相談・指導等を受
けている割合

困難を抱える子ど
もへの支援

母子・父子自立支援プログラム策定件数

学び・文化・スポーツ・遊びを楽しむ茨城

生涯にわたる学び
のすゝめ

県内公立図書館の入館者数

保健福祉部

いばらき出会いサポートセンター利用者等
成婚者数（経年累計）

安心して子どもを
育てられる社会づ
くり

放課後児童クラブの実施箇所数（再掲）

待機児童ゼロへの
挑戦

保育所等の待機児童数

児童虐待対策の推
進

ペアレント・トレーニング開催市町村数

人権を尊重し，多様性を認め合う社会

誰もが能力を発揮
できる社会

多文化共生サポーターバンクへの新規登録
者数（経年累計）

ダイバーシティ社
会へ向けて

90 人権は大切であると感じている県民の割合

心豊かにする文
化・芸術

県が提供する文化の鑑賞等の機会への参加
者数

「する・見る・支
える」スポーツの
支援

成人の週1回以上のスポーツ実施率

遊びある楽しい生
活スタイル

都市計画区域人口1人あたり都市公園面積

10年後にすべての県民が人権尊重の意識を持つこと目指し、2021年の目標値を設定（0.9ポイント程度/年の増
加）。

保健福祉部

一人ひとりが尊重
される社会づくり

いじめを生まない
社会づくり

いじめを受けた児童生徒が，誰にも相談し
ていない状況にある件数

県政世論調査において、「人権が大切だと思うか」の質問に対して、「そう思う」「少
しそう思う」と回答した割合（調査年における時点調査）

％ 84.7 90.6
（2016）

― 95.0



過去値
2014 2017 全国順位等 2021 設定の考え方
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（１） 92 本県情報のテレビ、新聞、雑誌やWEBなど各種メディア掲載に係る広告換算額（年度） 億円 ― 71 ― 140
2017年度の実績値71億円を基準に、2021年度までに約2倍の140億円になることを目指し、目標値を設定（2018
～2021年度：20％/年の増）。

（２） 93 県内宿泊施設に宿泊した外国人の延べ宿泊者数（暦年） 人泊 94,070 230,690 35 389,900 過去5年間の平均伸び率（23.2%/年）から2021年度の目標値を設定。

（３） 94
県政世論調査において、県オリジナル品種等であるメロン「イバラキング」、なし「恵
水」、いちご「いばらキッス」、米「ふくまる」、「常陸牛」の５品目を知っていると
回答した県民の割合（年度）

％ ― ― ― 50
「夕張メロン」や「松阪牛」などのブランド力の高い農林水産物の県内における認知度は概ね80%であることか
ら、10年後に80%を目指し、2021年には50%の目標値を設定。

（４） 95
県政世論調査において、「茨城県に愛着を持っているか」の質問に対し、「持ってい
る」、「どちらかといえば持っている」と回答した県民の割合（年度）

％
85.1

（2014～16年）

※平均値

83.3 ― 90.0 10年後には95％に到達することを目指し、2021年の目標値を設定（2017～2021年度：2%/年の増）。

17

（１） 96 県の支援により、中小企業において工業製品等の輸出商談が成約した件数（年度） 件/年 ―
94

(2019)
―   当　初  50

  変更後 100
直近の実績値（輸出商談成約件数が当初計画から1.9倍増）の状況を踏まえ、当初目標50件を倍増する目標値を
設定

（２） 97 県内において、１年間に開催される国際会議の件数（暦年） 件/年 67
50

(2017)
― 120

東京五輪等で日本に注目が集まる2020年までに政令市と同水準の120件/年を、また、2021年以降は同水準を維
持することを目指し、目標値を設定。

（３） 98
県が支援し、1億円以上の資金調達を公表した、県内に拠点を置くﾍﾞﾝﾁｬｰ企業（新しい技
術、新しいビジネスモデルを中核とする新規事業により、急速な成長を目指す新興企
業）の数。値は本県においてﾃﾞｰﾀを取り始めた2018年以降の累計値（年度）

社 ―
4

(2018)
― 10

県内で１億円以上の資金調達ができるベンチャー企業は100社に１社程度と、１億円以上の資金調達は非常に高
い水準にはあるが、これまでの直近４年の平均値実績（1.5社）を上回る２社/年を目指し目標値を設定。

産業戦略部

18

99 県内観光地等が行程に含まれている海外からの観光ツアー数（年度） ツアー 341
3,442
(2018)

― 当　初　3,370
変更後　5,000

2019年度の目標値を3,600ツアーに設定し、2020年以降については、本県ツアー数の直近3年間の平均増加数
（＋700）を各年度の増加分として目標値を設定。

営業戦略部

100 茨城空港の国内線・国際線旅客数（年度） 千人 538 681 39位/85空港 944
10年後に約1.5倍の1,000千人以上の旅客数を目標とし、2021年度の目標値を設定。2021年の値は、現状（2017
年）全国32位の出雲縁結び空港と同水準。

政策企画部

（２） 101 観光地点及び行催時・イベントごとの観光入込客の総数（暦年） 万人 5,075 6,181
（2016）

17位/40都道府
県 8,450

東京五輪が開催される2020年までは直近2年間の実績（500万人/年の増加）を、また、2021年以降は250万人/年
の増加となることを目指し、目標値を設定。

（３） 102 茨城県の観光地点を訪れた観光入込客のうち、宿泊をした人数（暦年） 万人 462 534
（2016）

22位/41都道府県
(観光入込客数に
占める宿泊者数)

876
2021年の観光地点等入込客数における実人数の割合を67.3%（2012～2014年の平均）、2021年宿泊割合を15.4%
（2016年実績12.9%から0.5%/年の増加）とし、2021年度の目標値を設定。

19

（１） 103 第74回国民体育大会（茨城国体）における男女総合得点順位 位 31 23 23 1
(2019)

2019年（開催年）の目標値を設定。 教育庁

（２） 104 主に茨城国体・障害者スポーツ大会の開閉会式に従事する運営ボランティアの数 人 ― ― ― 延べ5,200
(2019)

先催県（2014年開催の長崎県）の実績を参考に、2019年（開催年）の目標値を設定。 県民生活環境部

（３） 105
2020年の東京オリンピックにおいて、茨城カシマスタジアム周辺等で交通案内や観光案
内などを行う都市ボランティアの延べ従事者数

人 ― ― ― 2,200
（2020）

2002年ワールドカップ開催時のボランティア実績を参考に、2020年（開催年）の目標値を設定。 県民生活環境部

（４） 106
いきいき茨城ゆめ国体・いきいき茨城ゆめ大会実行委員会が認めた、文化・芸術の魅力
発信に繋がる文化プログラム事業数

事業 ― ― ― 100
（2019）

各市町村で実施する事業（2事業程度×44市町村）及び県等が実施する事業（12事業程度）の合計数を2019年
（開催年）の目標値として設定。

県民生活環境部

（５） 107
東京オリンピック・パラリンピックを契機として、ホストタウン関係国との交流事業
（日本の自治体と2020年東京大会に参加する国・地域の住民等が、スポーツ、文化など
を通じて交流、活性化を図る）に取り組む市町村数（年度）

市町村 ― 12 8
当　初　10

変更後　15
（2020）

当初、県内市町村数の約25％程度を目指し、2020年（開催年）の目標値に設定したが、2018年実績で12市町村
と、すでに目標を達成しているため、目標値を上方修正。

県民生活環境部

20 活力を生むインフラと住み続けたくなるまち

（１） 108
車道幅員が 5.5m 以上に改良された道路(改良済道路)延長の、道路全
延長に対する比率（年度）

％ 74.7 75.7
（2016）

20 76.3
過去7年間の道路改良率の実績（0.264%/年増）の傾向を踏まえ、2021年の目標値を設定。2021年の値は、現状
（2017年）全国19位の石川県と同水準。

109 重要港湾として位置づけられている茨城港及び鹿島港の年間取扱貨物量（暦年） 千㌧ 90,889 94,350 ― 103,200
港湾計画で設定されている全取扱量のうち、10年後の時点で供用している又は、使用される可能性の高い公
共・専用岸壁の計画取扱貨物量を目標とし、2021年の目標値を設定。

110 茨城空港の国内線・国際線旅客数（年度） 千人 538 681 39位/85空港 944
10年後に約1.5倍の1,000千人以上の旅客数を目標とし、2021年度の目標値を設定。2021年の値は、現状（2017
年）全国32位の出雲縁結び空港と同水準。

政策企画部

111

福祉・医療・商業などの生活に必要なサービス機能や居住の誘導などによるコンパクト
シティの形成を図るため、立地適正化計画を策定した市町村数。
値は都市再生特別措置法の改正により、本計画が制度化されたH26年度以降の累計値（年
度）

市町村 0 2 ￣ 24
10年後に30市町村（線引き都市計画区域を有する34市町村のうち、2030年までに人口減少が予想される市町村
数）で策定されることを目指し、2021年度の目標値を設定。

112
バリアフリー重点整備地区（高齢者や障害者が日常生活又は社会生活においてよく利用
する地域）における歩道の整備比率（年度）

％ 56.2 63.1 ― 74.3 過去5年間における実績の平均値（1.1km）を上回る1.5km/年を目指し、目標値を設定。

（４） 113 県民1人あたりの都市公園（都市公園、都市緑地、カントリーパーク等）の面積（年度） m2/人 9.38 9.56
（2016）

36 10.00
都市公園法施行令に設定されてる目標値（10㎡/人）を目指し、目標値を設定。2021年の値は、現状（2016年）
全国34位の熊本県と同水準。

県産品の県内認知度

県民総「茨城大好
き！」計画

茨城県に「愛着を持つ」県民の割合

世界に飛躍する茨城へ

世界に広がるメー
ドインIBARAKI

県の支援により成約した輸出商談件数

目標値
担当部局

魅力度No.1プロジェクト

魅力発信国内戦略
本県情報のメディアへの掲載による広告換
算額

営業戦略部

魅力発信グローバ
ル戦略

外国人延べ宿泊者数

積極的なトップ
セールス

Ⅳ．新しい夢・希望 No 指標名 指標が示すもの 単位
現状値

（１）
旺盛なインバウン
ドの取込み

海外からの観光ツアー催行数

茨城空港の旅客数

新たな観光資源の
発掘

観光地点等入込客数（延べ人数）

営業戦略部

活発なグローバル
交流

県内における国際会議の開催件数

茨城シリコンバ
レー構想

1億円以上の資金調達をしたベンチャー企
業数（経年累計）
（再掲）

ビジット茨城　～新観光創生～

県民総参加の機運
醸成

運営ボランティア従事者数（国体）

成功に導く環境整
備

都市ボランティア延べ従事（予定）者数
（オリパラ）

大規模スポーツイ
ベントを契機とし
た魅力発信

第74回国民体育大会文化プログラム登録事
業数

営業戦略部

新茨城リゾート構
想

宿泊観光入込客数（実人数）

茨城国体・障害者スポーツ大会，東京オリンピック・パラリンピックの成功

競技力の向上と障
害者スポーツの振
興

第74回国民体育大会における男女総合成績
（天皇杯順位）

（３）
人にやさしいまち
づくり

立地適正化計画（コンパクトシティ実現に
向けた計画）策定市町村数(経年累計）

土木部バリアフリー重点整備地区における県及び
市町村管理歩道のバリアフリー化率

魅力あるまちづく
り

都市計画区域人口1人あたり都市公園面積
（再掲）

スポーツを活用し
た地域振興

ホストタウン交流事業に取り組む市町村数

未来の交通ネット
ワークの整備

県管理道路の改良率

土木部

（２）
空と海のゲート
ウェイ機能の強化

重要港湾（茨城港・鹿島港）の取扱貨物量

茨城空港の旅客数（再掲）


